
◆ 事業所・企業統計調査（いわゆる「事業所センサス」）の概要


　　

◆ 統計法に基づく統計情報の提供
　


○行政機関等が統計を作成するための調査に係る名簿を作成する場合には、調査票情報を２次利用することができる。


○平成21年4月に統計法が改正され、事業所ごとの従業者数において、常用雇用者数だけでなく、正社員数での提供も可能となった。


○総務省の担当者と事前相談（１ヵ月程度）を行った上で、利用目的を付して申出を行い、審査を経て、調査票情報（生データ）の提供を受けた。








調査票情報の入手まで 約2ヵ月











《提供を受けたデータ》


・経営組織が「法人」のうち、大阪府内に所在の民調対象産業に属する「正社員・正職員」規模30～49人の事業所データ。





(１)－④　調査対象事業所名簿の作成に係る調査票情報の入手





【8月上旬】総務省統計局と事前相談を開始


【9月上旬】正式に申出書を提出


【9月下旬】調査票情報の提供





《目的》統計法に基づく指定統計調査


　すべての事業所及び企業を対象として、事業の種類や従業者数等、事業所及び企業の基本的事項を調査し、行政施策のための基礎資料並びに各種統計調査実施のための事業所及び企業の名簿を得ること。





○調査実施　　平成18年10月1日


○公表日　　　平成19年12月21日（確報集計）


○調査対象者　国内に所在するすべての事業所


　　（ただし、農林漁業に属する個人経営の事業所、家事サービス業、外国公務に属する事業所を除く。）

















◆ 提供を受けたデータ数


○集計上、事業所単位での正社員数がないため、男女別の正社員数での提供


○男女別の正社員数が0～49人規模である


158,207事業所を入手








◆ 提供を受けた項目


○本社名　○本社ふりがな


○本社住所　○本社電話番号


○企業の主な事業内容（日本標準産業分類の中分類）


○経営組織


○事業所名　○事業所名ふりがな


　　　○本所・支所の別　


○市区町村番号


　　　○調査区番号　


○事業所番号


○事業所住所　○事業所電話番号


○事業所の正社員数（男女別）


○事業所の主な事業内容（日本標準産業分類の中分類）





企業単位の正社員数は入手不可
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